
～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無 　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無 　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

Ｃ

Ｄ

研修会又は研究会に参加した割合
%

20
件

123

100

4 0 1

100 100
100 100

参加回数／研修会又は研究会の開催回数 100 0 50

42
42 50

選挙管理委員会で審議された議案等の数 174 21

選管連合会主催の研修会又は研究会に参加した回数

委員会における議案審議等の件数

3 2
2

52

2

17
22 27

選挙管理委員会を開催した回数 31 11 14
活
 

動
 

指
 

標

①
委員会の開催回数

回
31 17

②
研修会等への参加回数

回
3

4
対
象
指
標

①
委員の数

人
4 4

②
事務局職員の数

人
13

選挙管理委員会事務局職員数（兼務含む） 12 14

吉川市単独

7,562 7,562

③

44 4

0

△ 109

受益者負担率（⑩÷⑤）

5,881 5,678

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

4,533

目標(見込)値

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

13 13
14 14

4 4
選挙管理委員会委員数

14

当初(千円)

1 1 1 1 1

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

5,786

県  補  助  率

2,878 2,780 △ 98 2,780

0

1,485 3,276

-

1,547

国  補  助  率

6 3 8 1

1,458 1,447 1,459

4,539 5,789 5,889 5,679

計画(千円)

個別計画の位置付け

2,878

0.20人 0.38人 0.38人 0.37人

区分

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

区　　　　　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

2,878

対　　象
（誰を、何を）

1,507 1,453 1,564 1,440

905101 選挙管理委員会運営事業

選挙管理委員会委員及び事務局職員

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

-

執 行 方 法 直営

90210101 定時登録

△ 0.01人

主な業務プロセス

1,547 2,780

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

円滑な委員会運営事業ができる。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目
　
　
　
的

決算(千円)

選挙管理委員会の開催や選挙運営に必要な庶務を行う。
また、選挙関係事務に関する知識の向上のため、各種研修
会に参加する。

2,7802,878 2,780 △ 98

増減額(千円)

△ 2 8

0

△ 14

1

△ 111

1,514

0.37人 0.37人

3,276

7,570 7,570

1,514

2,780

0

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

選挙管理委員会運営事業

款 項

目 細目

選挙費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

まちづくり目標

施　　　　策 直接事業費

関連付け

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9051 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法　公職選挙法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 選挙管理委員会運営事業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 互井　満

事 業 期 間

類 似 事 業

 選挙管理委員会 選挙係

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

選挙管理委員会費

8

決算(千円)

1
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総務費 / 選挙費 / 選挙管理委員会費

１　選挙管理委員会

２　定時登録時の選挙人名簿登録者数

R3.9.1 29,472 29,838 59,310 12 18 30

R3.12.1 29,452 29,885 59,337 12 17 29

29,468 29,728 59,196 12 19 31

R3.6.1 29,458 29,785 59,243 12 19 31

8月

1 1 1 1 1 6 0 1

　　  妥当　　　　要検討

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

選挙人名簿 在外選挙人名簿

男 女 合計 男 女 合計

回 0 0 1 1

R3.3.1

機会（プラス要素）

公職選挙法の一部改正により、期日前投票時間の延長や共通投票
所、商業施設内投票所の設置が可能となった。

減少している

達成された
141.46%, 105.00%,

他の事業に統合

互井　満

   改善のうえで継続

　　  あり　　　 　なし

405,620.93 円 活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

令和3年度

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素）

選挙への関心が低下し、年々投票率が低下している。

期日前投票所の増設による投票機会の拡大や主権者教育による選挙への関心を高めることにより、投票率向上を図る。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和2年度

② 研修会等への参加回数

上位施策へ
の貢献度

77.07%

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

123.81%,

達成された

令和1年度

29.39%

令和1年度

公職選挙法に基づく、会議の開催や事務処理のため、成果向上の余地はない。
達成された

146,410.94 円 526,297.55 円

名簿システムの変更等を行い、事務手続きの効率化を図っている。
吉川駅前期日前投票所、イオンタウン期日前投票所を増設し、投票機会の拡大を図った。

成果
指標

改

革

改

善

単位当たりコスト換算指標

委員会の開催回数

評

価

年

度

の

主

な

取

組

地方自治法の規定により、選挙事務に関することは選挙管理委員会が行うこととなっており、妥当である。

事

業

評

価

　　  あり　　      なし

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★

増加している
359.47%

令和2年度

★★★★★ ★★★★★
委員会における議案審議等の件数

★★★★★
①

　　  あり　　     なし

効

率

性

変動率

大半が人件費で固定経費のため、コスト改善の余地はない。
受益者負担はなじまない事業である。

役割分担
（行政関与）

達成度がやや低い

9月 10月 11月 12月

★★★★★

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

   拡　大

　廃止・休止

     縮　小

　現状のまま継続

成果向上の
余地

133.33%, 0%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
地方自治法（第180条の5第1項第2号、第181条）で、市に選挙管理委員会を設置することが規定されており妥当であ
る。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

50.00%,
★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がかなり低い

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

他の事業に統合

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

二
次
評
価

一 次 評 価 責 任 者

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

今後の方針

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日

一次評価責任者と二次評価者が同一のため、評価が同じになる。

令和4年6月20日

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無 　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無 　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

衆議院議員選挙費

決算(千円)

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9051 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法　公職選挙法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 衆議院議員選挙執行事業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 互井　満

事 業 期 間

類 似 事 業

 選挙管理委員会 選挙係

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

衆議院議員選挙執行事業

款 項

目 細目

選挙費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

まちづくり目標

施　　　　策 直接事業費

関連付け

29,514

0

31,895

0

52,914

0

0 0

選挙執行の周知、啓発と選挙執行管理を行う。

計画(千円)

個別計画の位置付け

対　　象
（誰を、何を）

区分

執 行 方 法 直営

90210201 衆議院議員選挙執行

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

適正かつ公正な選挙環境が整い、投票をする権利を行使で
きるようになる。

対象年齢

参議院議員選挙執行事業

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目
　
　
　
的

区　　　　　分

2.66人 2.66人

1,031

主な業務プロセス

0 0 31,903 31,895

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)決算(千円)

0

16,208 19,987 19,987

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

衆議院議員総選挙の有権者

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

18 99 満18歳以上

29,523

正職員投入人員 2.14人

前年度事務事業

29,514

0 0 49,143 52,914

1,032

県  補  助  率

17,240 21,019 19,236

1,031

0

当初(千円)

国  補  助  率

59,100

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

0

目標(見込)値

吉川市単独

0 0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

0

1 1 1

0

19,620 23,400

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

衆議院議員総選挙の当日有権者数（在外選挙人含む）

③

59,170

0

23,400

受益者負担率（⑩÷⑤）

1

広報紙による選挙の啓発を行った回数 1

対
象
指
標

①
有権者数

人

②

活
 

動
 

指
 

標

①
選挙啓発回数（広報紙）

回

②
選挙啓発回数（広報車）

回

投票者数

12

30,705

12

50.00

投票者数/有権者数（在外選挙人含む） 51.89

29,585

投票した選挙人の数（小選挙区）

広報車による選挙の啓発を行った回数

人

Ｃ

Ｄ

投票率
%

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②
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総務費 / 選挙費 / 衆議院議員選挙費

１　選挙啓発回数 ２　有権者数

３　投票者数

15,255 15,445 30,700 11,232 109

国民審査 15,200

小選挙区 15,256 15,449 30,705 11,232 109 19,364

当日
合計女男

18 30 ― ―

15,401 30,601 11,232 102

19,359

19,267

期日前 不在者

―

合計 29,376 29,794 59,170 29,364 29,776 59,140

小選挙区・比例代表 国民審査

男 女 合計 男 女 合計

市内 29,364 29,776 59,140 29,364 29,776 59,140

12

12回

街頭啓発（新型コロナ感染拡大防止のため中止） 0回

60回合計

在外

比例代表

啓発 活動内容 回数

選挙特報 ホームページによる啓発 1回

広報車等

選挙広報のアナウンス 10施設

防災無線による広報 4回

公設バスシェルター横断幕設置 1施設

民間バスシェルター横断幕設置 1施設

吉川美南駅接続シェルター横断幕設置 1施設

市民交流センターおあしす横断幕設置 1施設

選挙広報の設置 13施設

選挙啓発ポスター設置 16施設

広報車による広報

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

成果向上の
余地

説   明

二次評価日

一次評価責任者と二次評価者が同一のため、評価が同じになる。

令和4年6月20日

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

二
次
評
価

一 次 評 価 責 任 者

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

他の事業に統合

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
地方自治法（第180条の5第1項第2号、第181条）で、市に選挙管理委員会を設置することが規定されており妥当であ
る。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
事業なし

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

   拡　大

　廃止・休止

     縮　小

　現状のまま継続

効率化

改

革

改

善
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

役割分担
（行政関与）

達成された

令和2年度

事業なし 事業なし
投票率

★★★★★
②

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素）

選挙への関心が低下し、年々投票率が低下している。

期日前投票所の増設による投票機会の拡大や主権者教育による選挙への関心を高めることにより、投票率向上を図る。

事業なし

単位当たりコスト換算指標

選挙啓発回数（広報車）

評

価

年

度

の

主

な

取

組

地方自治法の規定により、選挙事務に関することは選挙管理委員会が行うこととなっており、妥当である。

事

業

評

価

　　  あり　　      なし

種別

単位当たり
コスト

変動率 評価不可

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

事業なし

令和1年度

効

率

性

変動率

正職員を会計年度任用職員（登録制）に置き換えるなど、コスト改善を図っている。

　　  妥当　　　　要検討

機会（プラス要素）

公職選挙法の一部改正により、期日前投票時間の延長や共通投票
所、商業施設内投票所の設置が可能となった。

事業なし

他の事業に統合

互井　満

   改善のうえで継続

　　  あり　　　 　なし

令和2年度

② 選挙啓発回数（広報車）

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

令和3年度

投票管理システムを導入し、事務の効率化を図った。
吉川駅前期日前投票所、イオンタウン期日前投票所を増設し、投票機会の拡大を図った。
正職員を会計年度任用職員（登録制）に置き換えるなど、コスト改善を図った。

成果
指標

　　  あり　　     なし

上位施策へ
の貢献度

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

103.78%,

令和1年度

啓発や選挙環境の向上により、投票率の向上を図る余地はある。
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